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令和７年度 １２月補正予算（追加）案の概要 
  

 国の「『強い経済』を実現する総合経済対策」に基づく補正予算等を活用し、エネルギー価格等の物価高騰によ 

り厳しい状況に置かれている県民及び事業者等への支援や防災・減災・国土強靭化の推進、クマ対策による県民 

の安心・安全の確保のための補正予算を編成した。 

 

 【補正予算の内容】 

  （１）物価高騰の影響を受ける生活者に対する緊急支援 

  （２）物価高騰の影響を受ける事業者等に対する緊急支援 

  （３）防災・減災・国土強靭化の推進 

  （４）クマ対策による県民の安心・安全の確保 

 

 

資料２ 
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１ 補正予算額 
 

区 分 補 正 前 補 正 額 計 

一 般 会 計（第６号） ２兆２，５７４億４，１７９万５千円 ７５０億９，６０２万１千円 ２兆３，３２５億３，７８１万６千円 

特 別 会 計 １兆２，４７６億  １１３万１千円 － １兆２，４７６億  １１３万１千円 

公営企業会計                                                         ２，３９１億７，７６７万円 －         ２，３９１億７，７６７万円 

合 計     ３兆７，４４２億２，０５９万６千円 ７５０億９，６０２万１千円      ３兆８，１９３億１，６６１万７千円 

 

２ 補正予算の財源内訳（一般会計） 
 

歳 出 

財 源 内 訳 

国庫支出 金 

（＊１） 
繰 越 金 諸 収 入 県 債 

そ の 他 

（＊２） 

７５０億９，６０２万１千円 ５２２億２，２１８万８千円 ２５億９，５７９万５千円 １６億４，０４１万５千円 １７７億９，６００万円 ８億４，１６２万３千円 

 

＊１ 国庫支出金の主な内訳 

   ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金    １６２億                         ９９７万３千円 

   ・老人福祉費補助金                         １０９億４，３９７万１千円 

   ・社会資本整備総合交付金                                                                                                                                                                                                                  ７９億６，５００万円 

   ・河川改修事業費補助金                                                                                                                                                                                                                                ５３億６，７００万７千円 

＊２ その他の内訳 

   ・分担金及び負担金                       ６億９，８３０万４千円 

   ・繰入金                            １億４，３３１万９千円 
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３ 補正予算の内容 

（１）物価高騰の影響を受ける生活者に対する緊急支援 ４７億  ８０５万１千円 

  

  ア ＬＰガスを使用する一般消費者等に対する支援                                                  ４６億９，１８６万９千円 

    ＬＰガス料金の高騰による一般消費者等の負担を軽減するため、販売事業者を通じ、価格高騰の影響分 

を補助する。 ＜繰越明許費の設定＞                                                                  【危機管理防災部】 

       

  イ 学校給食等の物価高騰に直面する保護者等に対する支援                                                                                                 １，６１８万２千円 

    保護者等の給食費等の負担を軽減するため、県立学校に対し、給食費等の物価高騰相当額を補助する。                                                            

                                                                                                  【教育局】 

 

（２）物価高騰の影響を受ける事業者等に対する緊急支援 ３０５億３，２０３万２千円 

 

ア 特別高圧電力を使用する中小企業等に対する支援                                      ３億２，０７０万４千円 

高騰している特別高圧電力価格の影響を緩和するため、受電事業者や大型商業施設等のテナント事業者 

に対し、補助する。＜繰越明許費の設定＞                                               【産業労働部】 

 

イ 医療施設、福祉施設、私立学校等に対する支援                                   １１２億９，６３８万７千円 

高騰している光熱費等の影響を緩和するため、病院、一般・歯科診療所、調剤薬局、看護師等養成所、 

高齢者施設、障害者施設、保育所、児童養護施設、私立学校等に対し、補助する。 

＜繰越明許費の設定 １１０億８，９７５万７千円＞          【保健医療部】【福祉部】【総務部】 
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ウ 医療施設、福祉施設等職員の処遇改善等                                                                                                                                                                                                                      １５７億  ２３４万１千円 

  国の「医療・介護等支援パッケージ」を踏まえ、職員の処遇改善等を図るため、一般・歯科診療所、調 

 剤薬局、訪問看護ステーション、高齢者施設、障害者施設等に対し、補助する。                                                                                                                                                    

 ＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                                                                                                                                                                        【保健医療部】【福祉部】 

 

    エ 看護師等養成所及び病院内保育所の運営費支援                                                                                                                                                                                                         ２億９，３４３万２千円 

      国の標準単価の改定を踏まえ、看護師等養成所及び病院内保育所に対する補助を増額するとともに、財 

     源として措置される国庫支出金等を地域医療介護総合確保基金へ積み立てる。                                                                                                【保健医療部】 

 

オ 保育士等、児童養護施設及び障害児入所施設等職員の処遇改善等                                                                          ２２億  ３４３万８千円 

  令和７年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準じ、保育所、幼稚園、児童養護施設、障害 

 児入所施設等に従事する職員の処遇改善等に係る経費の一部を負担する。                    【福祉部】 

     

    カ 地域子ども・子育て支援事業の継続支援                                                                                                                                                                                                                                                                              ７，４０９万３千円 

      物価高騰による厳しい環境の中でも安定的な地域子ども・子育て支援事業の運営を継続できるよう、物 

     品購入等に係る経費について、市町村に対し、補助する。                                                                                                                                                    

         ＜繰越明許費の設定 ７，０６５万９千円＞                                                                                                                                                                                                  【福祉部】【保健医療部】 

 

 キ 畜産農家・酪農家等に対する支援                        ６億４，１６３万７千円 

 配合飼料や輸入粗飼料等の価格高騰の影響を緩和するため、畜産農家や酪農家等に対し、補助する。 

  ＜繰越明許費の設定＞                                【農林部】 
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（３）防災・減災・国土強靭化の推進 ３９６億９，８０９万４千円 

 

  ア 公共事業の追加                                                                                            

   （ア）道路・街路事業（１５９箇所）                                                  １７２億１，９００万円 

     ＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                                                                                                   【県土整備部】 

 

   （イ）河川事業（９６箇所）                      １８９億  １６７万９千円 

     ＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                                                                                                   【県土整備部】 

 

     （ウ）農業基盤整備・治山事業（２３箇所）                ２４億７，７４１万５千円 

     ＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                                                                                                     【農林部】 

 

   （エ）公園事業（５箇所）                        １１億円 

     ＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      【都市整備部】 

 

（４）クマ対策による県民の安心・安全の確保  １億５，７８４万４千円 

 

  ア 人的被害等の防止に向けた緊急対応                                                                              １，０８５万８千円 

    クマによる人的被害等を防ぐため、捕獲従事者向け講習会や緊急銃猟想定訓練の実施、資機材の購入等 

   を行うとともに、緊急銃猟等を行う市町村に対し、補助する。＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                    【環境部】   
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    イ 人の生活圏への出没防止対策                                                                                                                                               １億３，３２０万円 

    河川や県営林の樹木伐採等を実施する。＜繰越明許費の設定＞                                         【県土整備部】【農林部】【環境部】 

 

  ウ 生息状況の把握と適正な個体数の管理                                                                                                             １，３７８万６千円 

    生息状況を把握するための調査を実施するとともに、第二種特定鳥獣管理計画を策定し、個体数の適正 

   な管理を行う。＜繰越明許費の設定＞                                                                                                                                                 【環境部】 
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